
政策 き

財　源 838 千円 838 千円 838 千円

事　務　事　業　名 新規・継続 各施策推進のため適

る

事

正な執行を進める

目　

　

　的
事務局運営費 継続

務

会計・款・項・目 所　

　

　管　　課 平  成 

事

 31  年  度 

　

 の  目  標

事業

業

の選択と集中を行うと

　

ともに、事務局内の横

名

の連携を密に図ること

新

で、効率的かつ効果的

人

規

な組織運営を図る。
一

・

般・10教育費・1教

継

育総務費・1教育委員

続

会費 学校教育課

事　業

教

　概　要 施策内順位

【

育

運営費】
25/25・

の

施策推進のための事務

機

局運営費

市長公約事項

会

活
動
指
標

指　標　名 単

均

　位 平成31年度 平成

が

等

32年度 平成33年度

及

無

投
入
指
標

平成31年

び

度 平成32年度 平成3

教

3年度

年度別事業費 4

育

,955 千円 4,95

水

5 千円 4,955 千円

準

特
定
財
源

国・県支出金

の

0 千円 0 千円 0 千円 特

維

　記　事　項

地 　方

持

 　債 0 千円 0 千円 0

育

向

千円

そ 　の 　他 0

上

千円 0 千円 0 千円

一　

を

般　財　源 4,955

図

千円 4,955 千円 4

る

,955 千円

とともに、

つ

地域の実情に応じた教

ま

育振興施策を講じる

目

ち

　　的
教育委員会運営

施

費 継続

会計・款・項・

策

目 所　　管　　課 平 

１

１

 成  31  年 

－

 度  の  目  

１

標

定例会のほか事前研

学

究・研修会を実施し委

習

員会機能を強化する。

環

一般・10教育費・1

境

教育総務費・1教育委

の

員会費 学校教育課

事　

充

業　概　要 施策内順位

実

【運営費】
24/25

心

を

・地方教育行政の組織

図

及び運営に関する法律

り

に基づく教育委員会の

、

運営

市長公約事項

活
動

子

指
標

指　標　名 単　位

ど

平成31年度 平成32

も

年度 平成33年度

無 定

た

期的な教育委員会の開

ち

催
回 12 12 12

投
入

の

指
標

平成31年度 平成

豊

「

32年度 平成33年度

生

事前研究会・研修会の

き

開催
回 12 12 12

年

る

度別事業費 3,369

力

千円 3,369 千円 3

」

,369 千円
特
定
財
源

を

国・県支出金 0 千円 0

育

千円 0 千円 特　記　事

み

　項

地 　方 　債 0

ま

千円 0 千円 0 千円

そ 

か

す

　の 　他 0 千円 0 千円 0 千円

一　般　財　源 3,369 千円 3,369 千円 3,369 千円

で

事　務　事　業　名 新規・継続 姉妹都市との交流を通じて他地域の文化や生活に触れる機会の創出 

目　　的
姉妹都市教育委員等連携事業 継続

会計・款・項・目 所　　管　　課 平  成  31  年  度  の  目

自

  標

児童・生徒の体験交流事業として、滑川市との交流（小学生）、中津川市との交流（中学生）を継続実施する。
一般・10教育費・1教育総務費・1教育委員会費 学校教育課

事　業　概　要 施策内順位

子どもたちが

立

他地域の文化に触れる機会を確保するため交流事業を支援する
20/25

市長公約事項

活
動
指
標

指　標　名 単　位 平成31年度 平成32年度 平成33年度

無 サマー・サイエンススクールの参加人数
人 6 6 6

投
入
指
標

平成31

で

年度 平成32年度 平成33年度

年度別事業費 898 千円 898 千円 898 千円
特
定
財
源

国・県支出金 0 千円 0 千円 0 千円 特　記　事　項

地 　方 　債 0 千円 0 千円 0 千円

そ 　の 　他 60 千円 60 千円 60 千円

一　般　



政策 き

96 千円 17,000 千円 17,000 千円

事　務　事　業　名 新規・継続 学校給食の安全

る

事

性を確保する

目　　的

　

学校給食食材放射性物

務

質測定事業 継続

会計・

　

款・項・目 所　　管　

事

　課 平  成  31

　

  年  度  の 

業

 目  標

・全小中学

　

校で月２回行う。
一般

名

・10教育費・1教育

新

総務費・2学校運営費

人

規

学校教育課
・検査結果

・

をホームページ等で公

継

表する。

事　業　概　

続

要 施策内順位

・小中学

小

校の給食食材の放射性

諸

物質測定の実施と結果

市

の公表
17/25

市長

と

公約事項

活
動
指
標

指　

歴

標　名 単　位 平成31

史

年度 平成32年度 平成

が

的

33年度

無 測定実施日

に

数
日 24 24 24

投
入

つ

指
標

平成31年度 平成

な

32年度 平成33年度

が

年度別事業費 948 千

り

円 1,036 千円 1,

の

036 千円
特
定
財
源

国

あ

・県支出金 0 千円 0 千

る

円 0 千円 特　記　事　

海

項

地 　方 　債 0 千

育

外

円 0 千円 0 千円

そ 　

都

の 　他 0 千円 0 千円

市

0 千円

一　般　財　源

（

948 千円 1,036

大

千円 1,036 千円

学）との交

つ

流を通じて、グローバ

ま

ル社会に適応できる人

ち

材を育

目　　的 成する

施

中学生海外文化・語学

策

学習事業 継続

会計・款

１

１

・項・目 所　　管　　

－

課 平  成  31 

１

 年  度  の  

学

目  標

中学生英語合

習

宿及び海外派遣の実施

環

一般・10教育費・1

境

教育総務費・1教育委

の

員会費 学校教育課

事　

充

業　概　要 施策内順位

実

アメリカ・ミシガン州

心

を

ホランドのホープカレ

図

ッジへの中学生の派遣

り

12/25

市長公約事

、

項

活
動
指
標

指　標　名

子

単　位 平成31年度 平

ど

成32年度 平成33年

も

度

無 中学生海外派遣人

た

数
人 8 8 8

投
入
指
標

平

ち

成31年度 平成32年

の

度 平成33年度

年度別

豊

「

事業費 2,268 千円

生

2,150 千円 2,1

き

50 千円
特
定
財
源

国・

る

県支出金 0 千円 0 千円

力

0 千円 特　記　事　項

」

地 　方 　債 0 千円

を

0 千円 0 千円

そ 　の

育

 　他 0 千円 0 千円 0

み

千円

一　般　財　源 2

ま

,268 千円 2,15

か

す

0 千円 2,150 千円

事　務　事　業　名 新規・継続 小中学校において、子どもの「学ぶ環

で

境」の整備を図るとともに、適切に学校運営ができるよう支援する

目　　的
学校運営費 継続

会計・款・項・目 所　　管　　課 平  成  31  年  度  の  目  標

・教職員の働き方改革についての研究及び教職

自

員の負担軽減の取組みを継続する。
一般・10教育費・1教育総務費・2学校運営費 学校教育課

事　業　概　要 施策内順位

【運営費】
6/25・小中学校運営の支援

・特色ある学校運営を推進するための補助金の交付
市長公

立

約事項
・教職員の資質向上を図るための補助金の交付

活
動
指
標

指　標　名 単　位 平成31年度 平成32年度 平成33年度

無

投
入
指
標

平成31年度 平成32年度 平成33年度

年度別事業費 20,446 千円 18,000 千円 1

で

8,000 千円
特
定
財
源

国・県支出金 0 千円 0 千円 0 千円 特　記　事　項

地 　方 　債 0 千円 0 千円 0 千円 「指導主事設置事業」を統合。

そ 　の 　他 550 千円 1,000 千円 1,000 千円

一　般　財　源 19,8



政策 き

あり方について、小諸市長期学校改築検討会において「たたき台」を作成し、さら
1/25に検討を加え「小諸市長期学校改築計画」を策定する。

市長公約事項

活
動
指
標

指　標　名 単　位 平成31年度 平成32年度 平成33

る

事

年度

無 審議会の開催
回

　

12 12 12

投
入
指
標

務

平成31年度 平成32

　

年度 平成33年度 懇談

事

会（説明会）の開催数

　

回 6 6 6
年度別事業費

業

1,902 千円 1,9

　

02 千円 1,902 千

名

円
特
定
財
源

国・県支出

新

金 0 千円 0 千円 0 千円

人

規

特　記　事　項

地 　

・

方 　債 0 千円 0 千円

継

0 千円

そ 　の 　他

続

0 千円 0 千円 0 千円

一

小

　般　財　源 1,90

学

2 千円 1,902 千円

校

1,902 千円

低学年

が

から英

事　務　

語

事　業　名 新規・継続

に

小学校の管理・運営に

触

必要な備品等の調達な

れ

ど、児童の学習環境を

る

整備する

目　　的
小学

環

校管理費運営費 継続

会

境

計・款・項・目 所　　

育

の

管　　課 平  成  

形

31  年  度  

成

の  目  標

・全小

、

学校においてCRT検

中

査を実施し学力向上に

学

つなげる。
一般・10

校

教育費・2小学校費・

・

1学校管理費 学校教育

高

課
・QU検査を全校2

等

回（春・秋）実施し、

つ

学

学級の状態の把握と今

校

後の学級経営の方針を

で

把握する。

事　業　概

の

　要 施策内順位 ・備品

英

の適性な管理を行う。

語

【運営費】
7/25・

教

小学校の管理・運営

・

育

臨時職員の任用
市長公

の

約事項
・関係団体・事

高

業への負担金交付

活
動

ま

度

指
標

指　標　名 単　位

化

平成31年度 平成32

、

年度 平成33年度

無 Q

教

U検査の実施校
校 6 6

職

6

投
入
指
標

平成31年

員

度 平成32年度 平成3

の

3年度 CRT検査の実

指

施校
校 6 6 6

年度別事

導

業費 144,766 千

力

円 115,300 千円

ち

向

115,300 千円
特

上

定
財
源

国・県支出金 0

な

千円 0 千円 0 千円 特　

目

記　事　項

地 　方 

　

　債 0 千円 0 千円 0 千

　

円

そ 　の 　他 80

的

千円 100 千円 100

ど

千円

一　般　財　源 1

に

44,686 千円 11

つ

5,200 千円 115

施

い

,200 千円

て調査研究を行い、

策

英語教育全体の充実を

１

１

図る
英語教育推進事業

－

継続

会計・款・項・目

１

所　　管　　課 平  

学

成  31  年  

習

度  の  目  標

環

平成32年度から次期

境

学習指導要領への移行

の

に向け、小学校におけ

充

る外国語活動及び外国

実

語科の先行実施を継続

心

を

する。
一般・10教育

図

費・1教育総務費・2

り

学校運営費 学校教育課

、

事　業　概　要 施策内

子

順位

・文部科学省が策

ど

定した「グローバル化

も

に対応した英語教育改

た

革実施計画」に基く教

ち

育環境づくり
11/2

の

5推進のため、小学校

豊

「

英語教育の早期化・教

生

科化や教育内容、授業

き

数の在り方、また、教

る

育課程の改

善を踏まえ

力

た中学校及び高等学校

」

における英語教育の目

を

標・内容の高度化や指

育

導方法への改善につ
市

み

長公約事項
いての調査

ま

研究を行う。

活
動
指
標

か

す

指　標　名 単　位 平成31年度 平成32年度 平成33年度

無 小諸市英語教育推進委員会の開催数
回 6 6 6

投
入
指
標

平成31年度 平成32年度 平成33年度

年度別事業費 30,914 千円 31,221 千円 31,468 千円
特

で

定
財
源

国・県支出金 0 千円 0 千円 0 千円 特　記　事　項

地 　方 　債 0 千円 0 千円 0 千円 名称「英語教育推進事業」に変更

そ 　の 　他 0 千円 0 千円 0 千円

一　般　財　源 30,914 千円 31,221 千円 31,46

自

8 千円

事　務　事　業　名 新規・継続 児童・生徒数の減少、校舎の老朽化、厳しい財政状況

立

・今後の教育のあり方等の検討を踏まえた「小諸市長期

目　　的 学校改築計画」を策定する
長期学校改築計画策定事業 継続

会計・款・項・目 所　　管　　課 平  成  31  年  度  の  目  標

平成30年度中

で

に設置予定の次期検討組織である「小諸市学校教育審議会（仮称）」において、具体的な再編計画の検討を
一般・10教育費・1教育総務費・2学校運営費 学校教育課

本格化する。

事　業　概　要 施策内順位

市内小中学校の



政策 き

の 　他 0 千円 0 千円 0 千円

一　般　財　源 62,798 千円 64,000 千円 64,000 千円

る

事

事　務　事　業

　

　名 新規・継続 児童・

務

教職員の健康管理を行

　

うとともに、傷害給付

事

により保護者の負担軽

　

減を図る

目　　的
小学

業

校保健事業 継続

会計・

　

款・項・目 所　　管　

名

　課 平  成  31

新

  年  度  の 

人

規

 目  標

保護者の負

・

担軽減を図り、適正に

継

保険給付を行う。
一般

続

・10教育費・2小学

小

校費・1学校管理費 学

学

校教育課
・学校保健法

校

等の改正に伴う検査内

施

容について、養護委員

設

会、小諸北佐久医師会

を

と連携し適切に実施す

が

適

る。

事　業　概　要 施

切

策内順位 ・労働安全衛

に

生法の改正に伴うスト

維

レスチェックを全校で

持

実施するか検討する。

・

・傷害保険の給付
13

管

/25・小学校におけ

理

る児童・教職員を対象

す

とした各種検診・検査

る

の実施

市長公約事項

活

育

た

動
指
標

指　標　名 単　

め

位 平成31年度 平成3

保

2年度 平成33年度

無

守

該当事件数に対する給

点

付件数の割合
％ 100

検

100 100

投
入
指
標

、

平成31年度 平成32

修

年度 平成33年度 受診

繕

率
％ 100 100 10

、

0
年度別事業費 15,

つ

営

668 千円 15,00

繕

0 千円 15,000 千

工

円
特
定
財
源

国・県支出

事

金 0 千円 0 千円 0 千円

を

特　記　事　項

地 　

行

方 　債 0 千円 0 千円

い

0 千円

そ 　の 　他

、

2,200 千円 2,2

児

00 千円 2,200 千

童

円

一　般　財　源 13

ま

の

,468 千円 12,8

学

00 千円 12,800

習

千円

環境を整備する

ち

目　　的
小学校施設維

施

持管理事業 継続

会計・

策

款・項・目 所　　管　

１

１

　課 平  成  31

－

  年  度  の 

１

 目  標

平成30年

学

度中の「学校施設長寿

習

命化計画」策定に伴い

環

、平成31年度におい

境

ては特に緊急性の高い

の

もの及び安全に係る案

充

件
一般・10教育費・

実

2小学校費・1学校管

心

を

理費 学校教育課
に限定

図

し対応する。

事　業　

り

概　要 施策内順位

・小

、

学校施設を維持管理す

子

るための保守点検、修

ど

繕、営繕工事など
3/

も

25

市長公約事項

活
動

た

指
標

指　標　名 単　位

ち

平成31年度 平成32

の

年度 平成33年度

無 施

豊

「

設の長寿命化に繋がる

生

改修件数
件 1 1 1

投
入

き

指
標

平成31年度 平成

る

32年度 平成33年度

力

年度別事業費 46,6

」

09 千円 60,500

を

千円 60,500 千円

育

特
定
財
源

国・県支出金

み

0 千円 0 千円 0 千円 特

ま

　記　事　項

地 　方

か

す

 　債 0 千円 0 千円 0 千円

そ 　の 　他 30 千円 30 千円 30 千円

一　般　財　源 46,579 千円 60,470 千円 60,470 千円

で

事　務　事　業　名 新規・継続 安全で美味しい学校給食を提供するとともに、食育を推進する

目　　的
小学校給食運営事業 継続

会計・款・項・目 所　　管　　課 平  成  3

自

1  年  度  の  目  標

・地産地消の取組みについて、保護者などへの市民周知を行う。
一般・10教育費・2小学校費・1学校管理費 学校教育課

・アレルギー対応に関するマニュアル等の検証を行い、適宜改定

立

を行う。

事　業　概　要 施策内順位 ・調理従事員研修会の内容を見直す。

自校方式で学校給食を提供する
15/25

市長公約事項

活
動
指
標

指　標　名 単　位 平成31年度 平成32年度 平成33年度

一部 給食日
日 210 210

で

210

投
入
指
標

平成31年度 平成32年度 平成33年度

年度別事業費 62,798 千円 64,000 千円 64,000 千円
特
定
財
源

国・県支出金 0 千円 0 千円 0 千円 特　記　事　項

地 　方 　債 0 千円 0 千円 0 千円

そ 　



政策 き

32年度 平成33年度

無 「ＩＣＴ環境整備計画」にもとづく情報端末の整備割合
％ 25 50 75

投
入
指
標

平成31年度 平成32年度 平成33年度

年度別事業費 19,113 千円 17,000 千円 17,000 千円
特
定
財
源

国

る

事

・県支出金 0 千円 0 千

　

円 0 千円 特　記　事　

務

項

地 　方 　債 0 千

　

円 0 千円 0 千円

事　

そ

業

 　の 　他 0 千円 0

　

千円 0 千円

一　般　財

名

　源 19,113 千円

新

17,000 千円 17

人

規

,000 千円

・継続 文化芸

事　務　事

術

　業　名 新規・継続 特

体

別な配慮や支援を必要

験

とする児童、保護者に

が

を

対して支援を行う

目　

通

　的
小学校教育支援事

じ

業 継続

会計・款・項・

て

目 所　　管　　課 平 

豊

 成  31  年 

か

 度  の  目  

な

標

・学校との密な連携

感

から対象者を確実に把

性

握し、適切に交付する

を

。
一般・10教育費・

育

養

2小学校費・2教育振

う

興費 学校教育課
・支援

目

教員の資質向上のため

　

の研修会を実施する。

　

事　業　概　要 施策内

的

順位

・遠距離通学児童

小

の保護者に対する補助

学

金の交付
10/25・

校

要保護・準要保護世帯

教

に対する就学援助費の

つ

育

支給

・特別支援教室に

振

通う児童の保護者に対

興

する就学奨励費の支給

事

市長公約事項
・小学校

業

低学年時の学習習慣形

継

成と集団生活の中での

続

生活習慣の形成

活
動
指

会

標

指　標　名 単　位 平

計

成31年度 平成32年

・

度 平成33年度

無 該当

ま

款

世帯件数に対しての補

・

助金交付件数の割合
％

項

100 100 100

投

・

入
指
標

平成31年度 平

目

成32年度 平成33年

所

度 支援教員への研修回

　

数
回 4 4 4

年度別事業

　

費 38,211 千円 3

管

5,000 千円 35,

　

000 千円
特
定
財
源

国

ち

　

・県支出金 415 千円

課

407 千円 407 千円

平

特　記　事　項

地 　

 

方 　債 0 千円 0 千円

 

0 千円

そ 　の 　他

成

0 千円 0 千円 0 千円

一

 

　般　財　源 37,7

 

96 千円 34,593

3

千円 34,593 千円

1

施

  年  度  の 

策

 目  標

学校現場の

１

１

ニーズを把握し、事業

－

が円滑に実施できるよ

１

う引き続き事務改善を

学

検討する。
一般・10

習

教育費・2小学校費・

環

2教育振興費 学校教育

境

課

事　業　概　要 施策

の

内順位

・「きらら会」

充

による小学５年生を対

実

象とした体験授業の開

心

を

催
18/25・小学校

図

の理科教育備品の整備

り

市長公約事項

活
動
指
標

、

指　標　名 単　位 平成

子

31年度 平成32年度

ど

平成33年度

無 音楽の

も

体験授業実施校数
校 6

た

6 6

投
入
指
標

平成31

ち

年度 平成32年度 平成

の

33年度

年度別事業費

豊

「

1,820 千円 1,8

生

00 千円 1,800 千

き

円
特
定
財
源

国・県支出

る

金 500 千円 500 千

力

円 500 千円 特　記　

」

事　項

地 　方 　債

を

0 千円 0 千円 0 千円

そ

育

 　の 　他 0 千円 0

み

千円 0 千円

一　般　財

ま

　源 1,320 千円 1

か

す

,300 千円 1,300 千円

事　務　事　業　名 新規・継続 情報通信技術を活用した教育環

で

境の整備のほか、児童が情報に正しく向き合い、適切に利用できる力を育む

目　　的
小学校ＩＣＴ教育推進事業 継続

会計・款・項・目 所　　管　　課 平  成  31  年  度  の  目  標

　現在策定中（平成3

自

0年度中に取りまとめ予定）の「小諸市小中学校ＩＣＴ環境整備計画」に基づき、新学習指導要領で
一般・10教育費・2小学校費・2教育振興費 学校教育課

必要とされ、文部科学省より「平成30年度以降の学校における

立

ＩＣＴ環境の整備方針」で示されている諸条件を満たすＩ

事　業　概　要 施策内順位 ＣＴ環境を、国の財政措置が講じられる平成３４年度を目途に構築する。

・パソコン教室等、情報教育に係る環境の整備 　小学校において

で

は、まずは、情報端末を中心としたシステム構築内容について、平成30～31年度にかけて専門業者の支
5/25 援も受けながら、詳細な整備の方向性を定める。

市長公約事項

活
動
指
標

指　標　名 単　位 平成31年度 平成



政策 き

債 0 千円 0 千円 0 千円

そ 　の 　他 400 千円 640 千円 640 千円

一　般　財　源 11,725 千円 19,860 千円 19,860 千円

る

事　務

事　務　事　業　

　

名 新規・継続 安全で美

事

味しい学校給食を提供

　

するとともに、食育を

業

推進する

目　　的
中学

　

校給食運営事業 継続

会

名

計・款・項・目 所　　

新

管　　課 平  成  

人

規

31  年  度  

・

の  目  標

・地産

継

地消の取組みについて

続

、保護者などへの市民

中

周知や市外へのＰＲ方

学

法を検討する。
一般・

校

10教育費・3中学校

の

費・1学校管理費 学校

管

教育課
・アレルギー対

理

応に関するマニュアル

が

・

等の検証を行い、適宜

運

改定を行う。

事　業　

営

概　要 施策内順位

自校

に

方式で学校給食を提供

必

する
16/25

市長公

要

約事項

活
動
指
標

指　標

な

　名 単　位 平成31年

備

度 平成32年度 平成3

品

3年度

全て 給食日
日 2

等

00 200 200

投
入

育

の

指
標

平成31年度 平成

調

32年度 平成33年度

達

年度別事業費 21,4

な

49 千円 25,500

ど

千円 25,500 千円

、

特
定
財
源

国・県支出金

生

0 千円 0 千円 0 千円 特

徒

　記　事　項

地 　方

の

 　債 0 千円 0 千円 0

学

千円

そ 　の 　他 0

つ

習

千円 0 千円 0 千円

一　

環

般　財　源 21,44

境

9 千円 25,500 千

を

円 25,500 千円

整備する

目　

ま

　的
中学校管理費運営

ち

費 継続

会計・款・項・

施

目 所　　管　　課 平 

策

 成  31  年 

１

１

 度  の  目  

－

標

・QU検査を全校2

１

回（春・秋）実施し、

学

学級の状態の把握と今

習

後の学級経営の方針を

環

把握する。
一般・10

境

教育費・3中学校費・

の

1学校管理費 学校教育

充

課
・備品の適性な管理

実

を行う。

事　業　概　

心

を

要 施策内順位

【運営費

図

】
8/25・中学校の

り

管理・運営

・臨時職員

、

の任用
市長公約事項

・

子

関係団体・事業への負

ど

担金交付

活
動
指
標

指　

も

標　名 単　位 平成31

た

年度 平成32年度 平成

ち

33年度

無 QU検査の

の

実施校
校 2 2 2

投
入
指

豊

「

標

平成31年度 平成3

生

2年度 平成33年度

年

き

度別事業費 60,30

る

0 千円 60,500 千

力

円 60,500 千円
特

」

定
財
源

国・県支出金 0

を

千円 0 千円 0 千円 特　

育

記　事　項

地 　方 

み

　債 0 千円 0 千円 0 千

ま

円

そ 　の 　他 30

か

す

千円 30 千円 30 千円

一　般　財　源 60,270 千円 60,470 千円 60,470 千円

で

事　務　事　業　名 新規・継続 中学校施設を適切に維持・管理するため保守点検、修繕、営繕工事を行い、生徒の学習環境を整備する

目　　的
中学校施設維持管理事業 継続

会計・款・項・目 所　　管　　課 平  成  31

自

  年  度  の  目  標

平成30年度中の「学校施設長寿命化計画」策定に伴い、平成31年度においては特に緊急性の高いもの及び安全に係る案件
一般・10教育費・3中学校費・1学校管理費 学校教育課

に限定

立

し対応する。

事　業　概　要 施策内順位

・中学校施設を維持するための保守点検、修繕、営繕工事など工事・修繕・業務委託
2/25

市長公約事項

活
動
指
標

指　標　名 単　位 平成31年度 平成32年度 平成33年度

無 施設の

で

長寿命化に繋がる改修件数
件 1 1 1

投
入
指
標

平成31年度 平成32年度 平成33年度

年度別事業費 12,125 千円 20,500 千円 20,500 千円
特
定
財
源

国・県支出金 0 千円 0 千円 0 千円 特　記　事　項

地 　方 　



政策 き

00 100 100
割合

投
入
指
標

平成31年度 平成32年度 平成33年度

年度別事業費 3,727 千円 4,000 千円 4,000 千円
特
定
財
源

国・県支出金 1,146 千円 850 千円 850 千円 特　記　事　項

地 　方 　債

る

事

0 千円 0 千円 0 千円

そ

　

 　の 　他 0 千円 0

務

千円 0 千円

一　般　財

　

　源 2,581 千円 3

事

,150 千円 3,15

　

0 千円

業　名 新

人

規・

事　務　事　業　

継

名 新規・継続 情報通信

続

技術を活用した教育環

生

境を整備し、生徒の操

徒

作技術の向上や情報モ

・

ラルへの指導を行う

目

教

　　的
中学校ＩＣＴ教

職

育推進事業 継続

会計・

員

款・項・目 所　　管　

が

の

　課 平  成  31

健

  年  度  の 

康

 目  標

　現在策定

管

中（平成30年度中に

理

取りまとめ予定）の「

を

小諸市小中学校ＩＣＴ

行

環境整備計画」に基づ

う

き、新学習指導要領で

と

一般・10教育費・3

と

中学校費・2教育振興

育

も

費 学校教育課
必要とさ

に

れ、文部科学省より「

、

平成30年度以降の学

傷

校におけるＩＣＴ環境

害

の整備方針」で示され

給

ている諸条件を満たす

付

Ｉ

事　業　概　要 施策

に

内順位 ＣＴ環境を、着

よ

実かつ速やかに構築す

り

る。

・パソコン教室等

つ

保

、情報教育に係る環境

護

の整備 　特に、中学校

者

においては、「Chr

の

ome Book」の

負

導入による「生徒１人

担

１台」の達成を目指し

軽

、まずは普通教室・特

減

別教
4/25 室におけ

を

る無線ＬＡＮの100

図

％整備を実施するとと

ま

る

もに、端末の購入を3

目

0から32年度の３カ

　

年計画で進める。

　ま

　

た、構築されたＩＣＴ

的

環境を活用した教員の

中

指導力向上のため、教

学

員研修等のソフト面で

校

の支援を充実する。
市

保

長公約事項

活
動
指
標

指

健

　標　名 単　位 平成3

ち

事

1年度 平成32年度 平

業

成33年度

無 生徒数に

継

対するパソコン導入数

続

の割合
％ 66 100 1

会

00

投
入
指
標

平成31

計

年度 平成32年度 平成

・

33年度

年度別事業費

款

19,620 千円 19

・

,000 千円 5,00

項

0 千円
特
定
財
源

国・県

施

・

支出金 0 千円 0 千円 0

目

千円

地

所

 　方 　債 0 千円 0

　

千円 0 千円

　管

特　記　事　項

そ

　

 　の 　他 0 千円 0

　

千円 0 千円

一　般　財

課

　源 19,620 千円

平

19,000 千円 5,

策

 

000 千円

 成  31  年

１

１

  度  の  目 

－

 標

・保護者の負担軽

１

減を図り、適正に保険

学

給付を行う。
一般・1

習

0教育費・3中学校費

環

・1学校管理費 学校教

境

育課
・学校保健法等の

の

改正に伴う検査内容に

充

ついて、養護委員会、

実

小諸北佐久医師会と連

心

を

携し適切に実施する。

図

事　業　概　要 施策内

り

順位

・傷害保険の給付

、

14/25・中学校に

子

おける生徒・教職員を

ど

対象とした各種検診・

も

検査の実施

市長公約事

た

項

活
動
指
標

指　標　名

ち

単　位 平成31年度 平

の

成32年度 平成33年

豊

「

度

無 該当事件数に対す

生

る給付件数の割合
％ 1

き

00 100 100

投
入

る

指
標

平成31年度 平成

力

32年度 平成33年度

」

受診の機会を提供し、

を

対象者全員に受診して

育

もらうため
100 10

み

0 100
年度別事業費

ま

9,169 千円 9,0

か

す

64 千円 9,064 千円 に100％とした。
特
定
財
源

国・県支出金 0 千円 0 千円 0 千円 特　記　事　項

地 　方 　債 0 千円 0 千円 0 千円

そ 　の 　他 2,500 千円 2,500 千円 2,500 千円

一　般　財　源 6,6

で

69 千円 6,564 千円 6,564 千円

事　務　事　業　名 新規・継続 部活動に対する支援

自

を行うほか、理科教育備品の充実を図る

目　　的
中学校教育振興事業 継続

会計・款・項・目 所　　管　　課 平  成  31  年  度  の  目  標

・学校現場のニーズを把握し、事業が円滑に実施できるよう引き

立

続き事務改善を検討する。
一般・10教育費・3中学校費・2教育振興費 学校教育課

・部活動指導員を雇用し、教職員の負担軽減効果を検証する。

事　業　概　要 施策内順位

・部活動が外部指導者として市内の人材を活用し

で

た際の当該指導者に対する謝礼の支払い
19/25・中学校の理科教育備品の整備

市長公約事項

活
動
指
標

指　標　名 単　位 平成31年度 平成32年度 平成33年度

無 理科教育備品の必要な備品数に対する整備した備品数の
1



政策 き

　の 　他 307 千円 320 千円 320 千円

一　般　財　源 0 千円 0 千円 0 千円

事　務　事

る

事

　業　名 新規・継続 家

　

庭的、経済的な理由に

務

より就学が困難な生徒

　

・学生に対して奨学金

事

を貸与し、就学機会の

　

拡大を図る

目　　的
奨

業

学費貸付事業 継続

会計

　

・款・項・目 所　　管

名

　　課 平  成  3

新

1  年  度  の

人

規

  目  標

奨学・1

・

奨学費・1奨学費・1

継

奨学費 学校教育課

事　

続

業　概　要 施策内順位

特

・小諸市大津秀子奨学

別

金の貸付と返済受納
2

な

2/25

市長公約事項

配

活
動
指
標

指　標　名 単

慮

　位 平成31年度 平成

や

32年度 平成33年度

が

支

無 審査基準を満たした

援

利用希望者数に対する

を

貸付件数の割
％ 100

必

100 100
合

投
入
指

要

標

平成31年度 平成3

と

2年度 平成33年度

年

す

度別事業費 6,720

る

千円 6,720 千円 6

生

,720 千円
特
定
財
源

徒

国・県支出金 0 千円 0

育

、

千円 0 千円 特　記　事

保

　項

地 　方 　債 0

護

千円 0 千円 0 千円 奨学

者

費給付事業を新設した

に

ため、奨学費運営事業

対

の名称変更

そ 　の 

し

　他 6,720 千円 6

て

,720 千円 6,72

支

0 千円

一　般　財　源

援

0 千円 0 千円 0 千円

つ

を行う

目　　的
中学校

ま

教育支援事業 継続

会計

ち

・款・項・目 所　　管

施

　　課 平  成  3

策

1  年  度  の

１

１

  目  標

・学校と

－

の密な連携から対象者

１

を確実に把握し、適切

学

に交付する。
一般・1

習

0教育費・3中学校費

環

・2教育振興費 学校教

境

育課

事　業　概　要 施

の

策内順位

・遠距離通学

充

生徒の保護者に対する

実

補助金の交付
9/25

心

を

・要保護・準要保護世

図

帯に対する就学援助費

り

の支給

・特別支援教室

、

に通う生徒の保護者に

子

対する就学奨励費の支

ど

給
市長公約事項

活
動
指

も

標

指　標　名 単　位 平

た

成31年度 平成32年

ち

度 平成33年度

無 該当

の

世帯件数に対しての補

豊

「

助金交付件数の割合
％

生

100 100 100

投

き

入
指
標

平成31年度 平

る

成32年度 平成33年

力

度

年度別事業費 20,

」

040 千円 18,50

を

0 千円 18,500 千

育

円
特
定
財
源

国・県支出

み

金 379 千円 373 千

ま

円 373 千円 特　記　

か

す

事　項

地 　方 　債 0 千円 0 千円 0 千円

そ 　の 　他 0 千円 0 千円 0 千円

一　般　財　源 19,661 千円 18,127 千円 18,127 千円

で

事　務　事　業　名 新規・継続 家庭的、経済的な理由により就学が困難な生徒・学生に対して奨学金を貸与及び給付を行い、就学機会の拡大

目　　的 を図る
奨学費運営

自

費 継続

会計・款・項・目 所　　管　　課 平  成  31  年  度  の  目  標

奨学・1奨学費・1奨学費・1奨学費 学校教育課

事　業　概　要 施策内順位

・小諸市奨学金審査会の運営
23/25・小諸市大津秀

立

子奨学金の貸付と返済受納

・小諸市あさま奨学金の給付
市長公約事項

活
動
指
標

指　標　名 単　位 平成31年度 平成32年度 平成33年度

無 審査基準を満たした利用希望者数に対する貸付件数の割
％ 100 100 100

合

投
入

で

指
標

平成31年度 平成32年度 平成33年度

年度別事業費 307 千円 320 千円 320 千円
特
定
財
源

国・県支出金 0 千円 0 千円 0 千円 特　記　事　項

地 　方 　債 0 千円 0 千円 0 千円 事業名の変更「奨学費運営事業」

そ 



政策 きる

事　務　事　業　名 新

人

規・継続 家庭的、経済

が

的な理由により就学が

育

困難な大学進学希望者

つ

に対して奨学金を給付

ま

し、就学機会の拡大を

ち

図る

目　　的
奨学費給

施

付事業 継続

会計・款・

策

項・目 所　　管　　課

１

１

平  成  31  

－

年  度  の  目

１

  標

奨学・1奨学費

学

・1奨学費・1奨学費

習

学校教育課

事　業　概

環

　要 施策内順位

小諸市

境

あさま奨学金の給付
2

の

1/25

市長公約事項

充

活
動
指
標

指　標　名 単

実

　位 平成31年度 平成

心

を

32年度 平成33年度

図

無 審査基準を満たした

り

利用希望者に対する給

、

付件数の割合
％ 100

子

100 100

投
入
指
標

ど

平成31年度 平成32

も

年度 平成33年度

年度

た

別事業費 1,920 千

ち

円 2,880 千円 3,

の

840 千円
特
定
財
源

国

豊

「

・県支出金 0 千円 0 千

生

円 0 千円 特　記　事　

き

項

地 　方 　債 0 千

る

円 0 千円 0 千円

そ 　

力

の 　他 1,920 千

」

円 2,880 千円 3,

を

840 千円

一　般　財

育

　源 0 千円 0 千円 0 千

み

円

ま

か

す

で自立で



政策 き

指
標

平成31年度 平成

る

32年度 平成33年度

人

年度別事業費 130,

が

106 千円 135,7

育

68 千円 0 千円
事務局

つ

給与費 継続
特
定
財
源

国

ま

・県支出金 0 千円 0 千

ち

円 0 千円

会計・款・項

施

・目 所　　管　　課 地

策

 　方 　債 0 千円 0

１

１

千円 0 千円

そ 　の 

－

　他 0 千円 0 千円 0 千

１

円
一般・10教育費・

学

1教育総務費・1教育

習

委員会費 学校教育課
一

環

　般　財　源 130,

境

106 千円 135,7

の

68 千円 0 千円

充実

心

を図

事　務　事　業　名 新

り

規・継続

投
入
指
標

平成

、

31年度 平成32年度

子

平成33年度

年度別事

ど

業費 82,734 千円

も

82,000 千円 82

た

,000 千円
小学校管

ち

理費給与費 継続
特
定
財

の

源

国・県支出金 0 千円

豊

「

0 千円 0 千円

会計・款

生

・項・目 所　　管　　

き

課 地 　方 　債 0 千

る

円 0 千円 0 千円

そ 　

力

の 　他 0 千円 0 千円

」

0 千円
一般・10教育

を

費・2小学校費・1学

育

校管理費 学校教育課
一

み

　般　財　源 82,7

ま

34 千円 82,000

か

す

千円 82,000 千円

事　務　事　業　名 新規・継続

投
入
指
標

平成31年度 平成32年度 平成33年度

年度別事業費 30,110 千円 34,000 千

で

円 34,000 千円
中学校管理費給与費 継続

特
定
財
源

国・県支出金 0 千円 0 千円 0 千円

会計・款・項・目 所　　管　　課 地 　方 　債 0 千円 0 千円 0 千円

そ 　の 　他 0 千円 0 千円 0 千円
一般・10教育費・3中学校費

自

・1学校管理費 学校教育課
一　般　財　源 30,110 千円 34,000 千円 34,000 千円

立

事　務　事　

で

業　名 新規・継続

投
入
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